
第１章
本県水産業を取り巻く環境・水産業の現状

長崎県水産業振興基本計画
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※海岸線延長：全国 ＝３５，６３５ Km
うち長崎県＝ ４，１７９ Km（１１．７％）

（海岸統計 平成２５年度）

２

平成２５年の海面漁業・養殖業生産量及び生産額は、
北海道に次いで全国２位となっています。

本県水産業を取り巻く環境・
水産業の現状

海況の特徴
本県は、九州の西北端に位置し、海岸線は、多
くの離島、半島、岬、湾、入江を形成し、変化に
富んでいます。海岸線の長さは全国の約１２％にあ
たる４，１７９㎞（※）に及び、北海道に次ぎ２番目の長さ
となっています。
この海岸線に面した広大な海域には、九州西方
を北上する対馬暖流のほか、済州島方面からの黄
海冷水、九州からの沿岸水などが流入しており、
多くの島々や複雑な海底地形により、好漁場が形
成され、内湾から沖合までその漁場環境を活かし
た多種多様な漁業が営まれています。

本県水産業の地位
【生産量・生産額】
Ｈ２５ 海面漁業・養殖業生産量 ２６５，３６０トン

海面漁業・養殖業生産額 ９２１億円

海面漁業・養殖業生産額海面漁業・養殖業生産量
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生産量（平成２５年）が全国１位を誇る主要な魚種も数多くあります。

【海面漁業】
魚種名 生産量 全国シェア

アジ類 マアジ１位 ５１，６２３トン ２９．４％

ウルメイワシ ２４，１９７トン ２７．１％

クロマグロ １，３０６トン １５．２％

ブリ類 １６，２２２トン １３．７％

タイ類 マダイ、チダイ・キダイ
とも１位 ３，３２０トン １４．２％

イサキ １，１１８トン ２４．９％

アナゴ類 ７７５トン １７．２％

アマダイ類 ２７０トン ２４．７％

サザエ ９８２トン １７．４％

イカ類 スルメイカ、アカイカを除く
主にケンサキイカやアオリイカなど ６，５１１トン １４．８％

【海面養殖業】
魚種名 生産量 全国シェア

フグ類 ２，５２８トン ５０．９％

クロマグロ ４，６１６トン ３１．４％

資料：平成２５年農林水産統計年報；クロマグロ：平成２６年水産庁集計

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

参
考
資
料

第１章 ｜ 本県水産業を取り巻く環境・水産業の現状

３



0

200

400

600

800

1,000

1,200

0

20

40

60

80

100

120

140

S54 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24

全国（万トン）長崎県（万トン）

年

全国ピーク
S63 1,259万トン

長崎県ピーク
S54 99万トン

■養殖業
■大臣許可漁業
■一般漁業

３

本県水産業の生産量推移（Ｓ５４～Ｈ２５）

Ｈ２０～Ｈ２５の生産量

本県水産業の現状

１ 漁業生産量

本県の漁業生産量は昭和５４年の９９万トンをピークに減少してきた。平成１４年頃からは減少傾向は
緩やかになっている。
生産量の減少要因としては、カタクチイワシ、サバなどの漁獲減少、まき網漁船隻数の減少や漁
場環境の変化等が考えられる。

平成２０年はカタクチイワシが６万トンと豊漁で、３０万トンの生産量があったが、それ以降は２万
トン程度まで激減したため全体量が減少、沿岸漁業も減少、中小型まき網・大型定置網は横ばい。

（単位：トン）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
海面漁業 ３０２，８４４ ２６７，８５１ ２５３，１１７ ２７０，０５２ ２４５，５６５ ２４４，０５０
養殖業 ２２，５６３ ２３，１０３ ２１，１８８ ２１，１１２ ２１，７２７ ２１，３１０
合計 ３２５，４０７ ２９０，９５４ ２７４，３０５ ２９１，１６４ ２６７，２９２ ２６５，３６０

資料：長崎県農林水産統計年報
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長崎県 海面漁業生産量の推移（Ｈ２０－Ｈ２５）

単位：t

年

生産量・漁業種類

Ｈ２０年 Ｈ２１年 Ｈ２２年 Ｈ２３年 Ｈ２４年 Ｈ２５年

２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３

海面漁業生産量 ３０２，８４４ ２６７，８５１ ２５３，１１７ ２７０，０５２ ２４５，５６５ ２４４，０５０

うち指定漁業

（大臣許可：大中型まき網等）
１３０，６５３ １４２，８６４ １３２，９０３ １２４，５３５ １１４，５６４ １１３，８７８

うち一般漁業 １７２，１９１ １２４，９８７ １２０，２１４ １４５，５１７ １３１，００１ １３０，１７２

中小型まき網 １０７，０９３ ６７，１０８ ６９，５３６ ８７，５５０ ７９，２０２ ８１，７７０

大型定置 １０，２４９ ７，１８５ ６，４２０ ８，５０２ ７，８４２ ６，６８５

その他沿岸 ５４，８４９ ５０，６９４ ４４，２５８ ４９，４６５ ４３，９５７ ４１，７１７

資料：長崎県農林水産統計年報
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本県水産業の生産額推移（Ｓ５７～Ｈ２５）

Ｈ２０～Ｈ２５の生産額

２ 漁業生産額・魚種単価

本県の漁業生産額は昭和５９年の２，２５９億円をピークにその後減少傾向が続き、特に沖合漁業（大
臣許可漁業等）は大きく減少している。

平成４年までは２，０００億円を維持していたが、平成１３年には１，０００億円を割り込み、以降は９００億
円台で推移している状況にある。

カタクチイワシやマアジの価格は横ばい、サバ類は近年上昇傾向にある。

ブリ類やスルメイカの価格は低下傾向にあり、天然マダイも一時大きく下がったが近年は上昇傾
向にある。

注）１９年から統計調査項目の変更により沿岸、沖合の区分ができなくなり沿岸漁業へ合算

（単位：百万円）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
海面漁業 ７７，８８８ ７２，０４６ ６６，４１２ ７１，０４６ ６４，０８０ ６４，１９９
養殖業 ２４，６６２ ２３，８４３ ２３，７３０ ２４，９４７ ２６，０１５ ２７，９４１
合計 １０２，５５０ ９５，８８９ ９０，１４２ ９５，９９３ ９０，０９５ ９２，１４０

資料：長崎県農林水産統計年報
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主要魚種単価の推移

（単位：円／kg）

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 価格動向 資源動向

かたくちいわし ５０ ４７ ５３ ５３ ５７ ５４ ４９ ５６ ５６ ７２ ６４ � �

まあじ ２２３ ２５６ ２４３ ２９５ ３０８ ２７３ ２４５ ２３３ ２３５ ２８４ ２７３ � �

さば類 ９７ １０５ ９０ １１１ １０９ ９７ １０４ １１７ １３７ １１９ １３４ � �

ぶり類 ４３５ ４２６ ５２１ ４３８ ４３９ ４２０ ３５０ ３１３ ２９４ ２９９ ２４５ � �

たちうお ７３１ ６８３ ８０１ ８５１ ６２１ ６３１ ６４７ ８６２ ７２０ ８１５ ８４４ � N.D.

まだい ８８５ ８４０ ７７０ ８１９ ７４３ ７９２ ５４４ ５７０ ６３４ ６２９ ６６１ � �

いさき ７３８ ６０４ ５７０ ６２６ ６０３ ８２４ ６８６ ７１３ ７３５ ７１６ ７６８ � N.D.

さざえ ６７０ ６７０ ６７５ ７３６ ６４５ ６５８ ５９３ ６２３ ７０６ ７１１ ７２１ � N.D.

するめいか ３３３ ２８２ ３５７ ３９４ ３１２ ２８６ ２８９ ２５３ ２５７ ２３９ ２６５ � �

資料：長崎県農林水産統計年報

資料：長崎県農林水産統計年報
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３ 海面漁業生産量（魚種別）と資源動向

漁獲量が最も多いサバ類は近年減少傾向にあり、資源水準も低位で減少傾向と評価されている。

マアジは年変動はあるものの漁獲量は横ばいで、資源水準は中位で横ばい傾向と評価されている。

平成２０年と比べ漁獲量が大きく減少しているカタクチイワシは、資源水準が低位にあり、減少傾
向と評価されている。

沿岸域で漁獲されているマダイやイサキの漁獲量は横ばいであるが、マダイは資源水準が低位に
あり、減少傾向と評価されている。

主要魚種の資源動向は横ばい若しくは減少傾向となっている。

（単位：トン）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６（概数）

かたくちいわし ５９，３３３ ２０，１１５ ２６，５８２ ３１，２８０ ２３，４３９ ２３，７０８ ２９，９３３

まあじ ４３，７０３ ４４，４６５ ５１，６９１ ５４，６６１ ４１，８０２ ４７，９１０ ４４，９７７

さば類 ７６，４４４ ９０，９４４ ７６，０１５ ６７，４０５ ６８，４５４ ５０，６１９ ５８，２３６

ぶり類 ９，０４２ ８，２９０ ９，５４９ １４，１９３ １０，５９２ １６，２２２ １２，５０８

するめいか １３，２９３ １２，９２８ ８，９１２ １３，８５２ １１，２９２ ７，４８０ 概数値無し

資料：長崎県農林水産統計年報
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（単位：トン）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６（概数）

たちうお ２，１５２ ５３９ ３９０ ６３３ ４０６ ７６７ ８６１

まだい １，９００ １，７４１ １，４８０ ２，１０１ １，９１１ １，６２９ １，６９８

いさき １，３８８ １，０６４ ８３５ １，３６７ １，０８６ １，１１８ １，０３５

さざえ １，４１９ １，２６８ ９６８ ７３８ ７７６ ９８２ 概数値無し

資料：長崎県農林水産統計年報
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主要魚種の資源動向

魚種
年度（上段：水準、下段：動向）
◎：高位、○：中位、△：低位 概況 資源動向
Ｈ２３ Ｈ２６

マアジ
○ ○ ・Ｓ５３からＨ７までは増加傾向

その後やや減少し５万トン前後で横ばい。【横ばい】 【横ばい】

マサバ
（漁獲量はサバ類）

○ △ ※サバ類（マサバ・ゴマサバ）
・Ｓ５３からＨ２までは減少傾向
その後Ｈ８年に２０万トンまで増加。その後減少【増加】 【減少】

マイワシ
△ ○ ・Ｈ２の４０．３万トン以降減少傾向

・Ｈ１４には３２トンまで激減
その後やや増加し横ばい。【増加】 【増加】

カタクチイワシ
○ △ ・Ｓ５３からＨ７まで１～３万トンで変動

Ｈ８年から増加。Ｈ２０は５．９万トン
その後減少【減少】 【減少】

ブリ
（漁獲量はブリ類）

◎ ◎ ※ブリ類（ブリ、カンパチ、ヒラマサ）
・Ｈ５まで６，０００トン前後で推移
その後Ｈ８年から増加【増加】 【増加】

マダイ
○ △ ・Ｓ５３まで３，０００トン台で推移

その後減少し１，５００トン前後で推移【横ばい】 【減少】

ヒラメ
△ △ ・Ｓ６０前後、Ｈ８，９に６００トン台の高位

その後減少し横ばい。【横ばい】 【横ばい】

スルメイカ
（冬季発生系）

○ ○

・Ｈ５にかけ４万トンまで増加
その後減少し横ばい。

【減少】 【横ばい】

スルメイカ
（秋季発生系）

◎ ◎

【横ばい】 【横ばい】

ケンサキイカ
△ △ ・Ｓ６２頃まで９，０００トン台で安定

その後減少し５，０００トン前後で横ばい。【増加】 【横ばい】

クロマグロ
（太平洋）

○ △ ・Ｈ１７頃から増加しＨ２０には４，８００トン
その後減少傾向【減少】 【減少】

出典：資源動向は国の「魚種別系群別資源評価」（毎年１回評価）
漁獲量は長崎農林水産統計年報（一部県総合水試推計値）
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海面養殖業生産量の推移

0

3

2

1

H20 H21 H22 H23 H24 H25

万トン

年

■その他
■くろまぐろ
■ふぐ類
■まだい
■ぶり類

H20と
ほぼ同じ水準

４ 養殖業生産量・生産額・単価

ブリやマダイの生産量は減少傾向にあり、フグ類（トラフグ）は横ばい。

単価はフグ類において低下傾向

クロマグロの生産量が大きく伸びたことに伴い、生産額も３００億円近くまで増大している。

養殖用飼料の原料となる輸入魚粉価格が近年上昇傾向にあり、コスト高となっている。

（単位：トン）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

ぶり類 １１，５７０ １０，６５６ ８，８４２ ９，８４１ １０，３１９ ９，４１０

まだい ３，３４４ ３，４６８ ３，３５９ ２，４７２ ２，６６７ ２，４２４

ふぐ類 ２，４９６ ２，９３６ ２，４４９ ２，０７３ ２，２８９ ２，５２８

くろまぐろ ７７６ １，１４１ ２，２８７ ２，６１３ ２，６５５ ３，０７０

その他 ４，３７７ ４，９０２ ４，２５１ ４，１１３ ３，７９７ ３，８７８

合計 ２２，５６３ ２３，１０３ ２１，１８８ ２１，１１２ ２１，７２７ ２１，３１０

資料：長崎県農林水産統計年報
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海面養殖業生産額の推移

0

3００

2００

1００

H20 H21 H22 H23 H24 H25

億円

年

■その他
■くろまぐろ
■ふぐ類
■まだい
■ぶり類

H20から１３％
の増加

（単位：百万円）

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

ぶり類 ８，３２４ ７，６９０ ６，５３８ ７，０７６ ６，７１２ ６，８５３

まだい ２，３８２ １，８４５ ２，１７２ １，６２３ １，９７６ １，８６９

ふぐ類 ５，６７５ ５，３７７ ４，３０４ ３，９０２ ３，５７０ ３，８１２

くろまぐろ ２，６００ ３，２００ ５，１００ ７，３００ ８，２４３ ８，８３５

その他 ５，６８１ ５，７３１ ５，６１６ ５，０４６ ５，５１４ ６，５７２

合計 ２４，６６２ ２３，８４３ ２３，７３０ ２４，９４７ ２６，０１５ ２７，９４１

資料：長崎県農林水産統計年報
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輸入魚粉単価の推移

0

50

100

150

200

250

300

H22.4 H23.4 H24.4 H25.4 H26.4 H27.4

輸入国：ペルー円／kg

養殖魚単価の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H20 21 22 23 24 25

円/kg

●ぶり類
●まだい
●ふぐ類
●くろまぐろ

年

資料：財務省貿易統計

長崎県農林水産統計年報より推計（クロマグロは県調べ）

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

参
考
資
料

第１章 ｜ 本県水産業を取り巻く環境・水産業の現状

１３



水産加工品生産量の推移

■冷凍物
■その他の加工品
■冷凍食品
■ねり製品
■煮干し
■塩干品
■素干し

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

トン

年

水産加工品生産状況（平成２４年）

品目 生産量（トン） 割合（％） 全国
全国 長崎県 長崎県／全国 順位

ねり製品（かまぼこ類） ４７４，５０３ １０，９６５ ２．３１％ １５
冷凍食品 ２６３，２１２ ２，６０６ ０．９９％ ２４
素干し １５，７９９ ３０９ １．９６％ ６
塩干品 １７７，６７８ ４，１５８ ２．３４％ １３
煮干し ６１，１６７ ５，５９９ ９．１５％ ４
塩蔵品 １９８，４４５ ６６０ ０．３３％ １６
くん製品 ９，０３１ １２３ １．３６％ ３
節製品 ９１，３９３ ２５１ ０．２７％ １８
その他食用加工品 ３７２，９１５ ４，０８１ １．０９％ ２５
冷凍水産物 １，２５７，１１１ ９７，９９４ ７．８０％ ４

資料：農林水産省「水産加工統計調査」
注）ねり製品の長崎県生産量及び全国順位はかまぼこ類によるもの
注）全国順位は、公表数値の単純集計値より求めた。

５ 加工・流通について

水産加工品はその生産量の約８割を冷凍水産物が占めており、煮干し等低次加工品が多く、高次
加工品の生産量が少ない。
（冷凍水産物：全国４位、素干し：全国４位、食用加工品：全国２５位）

水産加工場は、個人経営体の割合が５割を超え、小規模経営が多いため、多様化するニーズや大
口需要に対応できていない。

水産物の流通実態としては、数量では直接出荷が約７割、漁協取扱が約２割を占めており、直接
出荷の割合が増加している。

共販出荷における主な出荷先は、県内では長崎魚市場、佐世保水産市場、松浦魚市場の３市場及
び県漁連を中心として約５割、福岡、京阪神、関東等への県外出荷が約５割となっている。

第１章 ｜ 本県水産業を取り巻く環境・水産業の現状
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形態別工場数（平成２５年） 単位：工場

都道府県名 計 個人 会社
組 合

その他漁協、漁連、
生産組合

水産加工組合、
加工連 その他

北 海 道 ９９４ １３２
（１３．３％）

７９６
（８０．１％）

５２
（５．２％）

６
（０．６％）

２
（０．２％）

６
（０．６％）

宮 城 ２９３ ２９
（９．９％）

２５７
（８７．７％）

４
（１．４％）

３
（１．０％）

－
－

－
－

長 崎 ５０１ ２７６
（５５．１％）

１９１
（３８．１％）

３１
（６．２％）

－
－

－
－

３
（０．６％）

資料：農林水産省「２０１３年漁業センサス」

水産加工生産額の推移 単位：億円

業種 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
水産缶詰・瓶詰製造業 ３３ ３２ ３１ ３０ ３２ ２６
海藻加工業 ３０ ３９ ３２ － ２３ ２５
水産練製品製造業 ９８ １０４ １０２ １０８ ９７ ９２
塩干・塩蔵品製造業 １６ １０ １３ １７ ２１ ２２
冷凍水産食品製造業 １００ ９４ ９０ － ７６ ７８
その他（素干・煮干等） １４９ １５４ １３７ １３０ １２７ １１７
食用加工品製造業 計 ４２６ ４３４ ４０５ ２８５ ３７６ ３６０
冷凍水産物製造業 １２６ ３８ ２９ － １２０ １３４

合計 ５５２ ４７２ ４３４ ４５０ ４９６ ４９４
資料：経済産業省「工業統計調査」

類型別流通構成比の年次推移（数量）

平成23年

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

平成2年

平成5年

平成8年

平成11年

平成14年

平成17年

平成20年

■生産者の直接出荷
■共販出荷
■組合開設市場
■買付業者の直接買付
■その他

65.1％

65.5％

75.7％

68.2％

64.2％

69.3％

64.8％

72.8％

21.0％

20.2％

13.0％

19.4％

21.3％

20.2％

22.8％

18.3％

10.5％

10.5％

4.5％

4.7％

7.1％

2.7％

4.4％

2.7％
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漁協共販出荷の主要仕向地（平成２３年）

漁協
42,775t

県内（21,210t）
49.6％

県外（21,565t）
50.4％

長崎主要市場（13,500t）
（長崎・佐世保・松浦）

31.6％

県漁連（6,660t）
15.6％

県内その他（1,050t）
2.5％

福岡・その他九州、下関
（16,391t）
38.3％

京阪神（2,294t）
5.4％

関東（565t）
1.3％

県外その他（2,315t）
5.4%

資料：平成２３年水産物流通の実態調査
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●全国　生鮮魚介
●全国　生鮮肉
●長崎市　生鮮魚介
●長崎市　生鮮肉

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000
g/人・年の購入数量

15平成 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

ｇ

年

生鮮魚介と
生鮮肉が逆転

生鮮魚介・生鮮肉の１人当たりの購入数量

100％0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％

■そう思う
■まあそう思う
■どちらとも言えない
■あまりそう思わない
■まったくそう思わない

34.1％ 49.6％ 13.8％ 2.4％

0.1％

６ 水産物消費動向

生鮮魚介よりも生鮮肉の購入数量が多い。
（平成１８年を境に生鮮魚介と生鮮肉の購入数量が逆転）

生鮮魚介の購入数量、金額ともに減少傾向にある。

家族が魚介類を好まない傾向があること、調理手間がかかること等が影響していると思われる。

一方、８割以上の親が、子供に今以上に魚を食べさせたいと思っている。

親が子供に今以上に魚を食べさせたいかという調査では８割以上が「そう思う」と回答

資料：㈳大日本水産会「水産物を中心とした消費に関する調査」（平成２０年）

１人当たりの購入数量 （単位：g）

平成 １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

全 国 生鮮魚介 １３，１８６ １２，８２７ １２，７４７ １２，１８３ １２，２２４ １１，６０８ １１，６６４ １０，９９６ １０，４１１ １０，１０６ １０，０２７ ９，４４１

全 国 生 鮮 肉 １２，３１６ １２，１５５ １２，５９２ １２，６２２ １２，９４５ １３，２５６ １３，８７８ １３，８８１ １４，０１１ １４，２６９ １４，８４１ １４，８６８

長崎市 生鮮魚介 １６，４１０ １６，４８４ １４，６１６ １２，９２７ １２，８５０ １３，０２８ １３，７２８ １１，２７７ １１，１１５ １２，１４８ １１，３２３ １１，９１４

長崎市 生 鮮 肉 １４，２６１ １４，３６０ １３，７０６ １３，３８３ １４，５３９ １４，５２２ １６，０４５ １６，２４８ １３，６８５ １４，３１９ １５，６７５ １６，５４２

資料：家計調査年報
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生鮮魚介の１世帯あたり年間支出金額の推移

0

1０，０００

2０，０００

３０，０００

４０，０００

５０，０００

６０，０００

平成16
（2004）

17
（2005）

26
（2014）

年25
（2013）

24
（2012）

23
（2011）

22
（2010）

21
（2009）

20
（2008）

19
（2007）

18
（2006）

円

57,670
56,018 55,315

55,007

52,070

50,337

47,976
45,350 44,546 45,117 45,753

同居の家族が魚介類を好まないから
肉より割高だから

魚介料理は調理が面倒だから
魚焼きグリルを洗うのが大変だから

自分が魚介類を好まないから
魚介の調理法を知らないから

魚の骨を取り除くのが面倒だから
魚介料理は満腹感を得られないから

近くに信頼できる鮮魚販売店がないから
近くに美味しい魚介料理の店がないから

近くに魚介を使った惣菜を売る店がないから
その他

どなたが魚介類を好まないのですか。
（いくつでも）

子ども
夫または妻

母
父

その他

9.7％
0 5 10 15 20 25 30 35

％

％

31.6％
30.6％

24.8％
19.5％

17.9％
13.1％
12.8％
12.1％

9.7％
5.8％

3.5％

0 10 20 30 40 50 60 70 80

67.6％
43.4％

4.6％
3.2％
1.8％

（日ごろの食事の主菜について、「肉料理の方が多い」または「どちらかというと肉料理の方が多い」と回答した者を対象に）
それは何故ですか。主な理由を選んでください。（3つまで）

資料：家計調査

資料：㈳大日本水産会「食材に関するアンケート調査」（平成１７年度）
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120E

22N

38N

36N

34N

32N

30N

28N

26N

24N

132E130E128E126E124E122E

黄海
+１．２2±0.3０

東シナ海北部

東シナ海南部

先島諸島周辺

+１．２０±0.25

+１．14±0.17

+０．７３±０．２１

九州・沖縄海域における海域平均海面水温の上昇率

数値は海面水温上昇率（℃／１００年）
資料：海面水温の長期変化傾向

（気象庁ホームページ）を改編

７ 漁場環境の変化

東シナ海北部海域における、平成２６年までのおよそ１００年間の海域平均海面水温（年平均）の上
昇率は、＋１．２℃／１００年で、この上昇率は、世界全体の平均海面水温の上昇率(＋０．５１℃／１００年）
の２倍以上と大きな値となっている。

沿岸部では、魚介類が産卵したり、幼稚魚の時期を過ごす場として重要な藻場が減少・消滅する、
いわゆる「磯焼け」が見られており、これは近年の海水温上昇に伴い海藻を食べる魚介類（植食
性魚介類）の活動の活発化や長期化が影響しているものと考えられる。
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資料：気象庁ホームページのデータより作成

海面水温の長期変化傾向（東シナ海北部）
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0

６，０００

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

H元 H５ H１０ H１５ H25

千円

年

■生産額

ポイント①

沿岸漁業１経営体当たり漁労収入の推移

（千円）

年 Ｈ元 Ｈ５ Ｈ１０ Ｈ１５ Ｈ２５

生産額 ５，６７４ ５，８５４ ５，２３４ ４，９４２ ４，４１３

漁労収支・所得の推移
（全国の漁船漁家）

収入
6,716 収入

6,141
収入
5,058

支出
3,947

支出
4,100 支出

3,705

所得
2,742 所得

2,041 所得
1,353

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000（千円）

H１９年（全国） H２４年（全国） H２４年（長崎）

水産経営について

漁獲量減少や魚価安などにより漁労収入は減少傾向

漁労支出の２５％を占める燃油は平成１６年から平成２０年にかけ急激に上昇し、漁業経営に大きな打
撃となった。その後価格は下がったものの現在でも平成１６年当時の２倍の価格となっており、依
然として厳しい経営状況

６８％の漁業経営体が漁業所得１００万円未満。そのうち６５歳以上が６０％を占めている。

※生産額は漁業センサスからの推計値

※資料：全国－「漁業経営調査報告」に基づき水産庁作成 長崎－県調査
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漁労支出の割合
3,705千円
(100%）

漁労支出の割合
3,705千円
(100%）

その他
26%

雇用労賃
7%

漁船・漁具費
4%

修繕費
9%

油費
25%

販売手数料
13%

えさ代2%
氷代3%

魚箱代
3%

減価償却費
8%

漁労支出の構成割合

※県調べ（平成２５年）

●価格

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0

年

円/ℓ

H２７H２６H２５H２４H２３H２２H２１H２０H１９H１８H１７H１６．４

資料：（財）経済調査会

６５歳以上
５０～６４歳
４９歳以下

１００万未満のうち
６０％が６５歳以上

６５歳以上５０～６４歳

～４９歳

１００万以下経営体年齢構成

～１００(専）

～１００（兼）

１００～３００
（専）

１００～３００
（兼）

３００～５００
（専）

３００～５００
（兼）

５００～（専） ５００～（兼）

～１００（兼）

１００～３００（専）

１００～３００（兼）

３００～５００（専）

３００～５００（兼）

５００～（専）

５００～（兼）

～１００(専）

Ａ重油価格の推移

漁業所得（階層別・専業兼業別）

（単位：％）

所得額
（万円）

～１００
（専）

～１００
（兼）

１００～３００
（専）

１００～３００
（兼）

３００～５００
（専）

３００～５００
（兼）

５００～
（専）

５００～
（兼）

経営体割合 ３４．９ ３３．３ １５．９ ７．９ ３．５ １．２ ２．７ ０．６

※県調べ（Ｈ２５）

漁業所得１００万円以下経営体の年齢別内訳
年齢区分 ６５歳以上 ５０～６４歳 ４９歳以下 合計

経営体数 ３，０３７ １，６３８ ３８５ ５，０６０

割合（％） ６０％ ３２％ ８％ １００％
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ポイント②

長崎県漁業就業者の推移

年齢階層別漁業就業者構成数

単位：人

平成２５年 平成２０年
Ｈ２５－２０年
比較 ※

４０歳未満 ２，１００ １，７４１ ３５９
４０～６４歳 ７，３２１ ７，９２１ －６００
６５歳以上 ４，８８９ ７，８０４ －２，９１５
計 １４，３１０ １７，４６６ －３，１５６

※平成２０年から５年後の平成２５年への推移により算出
した階層別増減数

漁業就業者について

平成２５年の漁業就業者数１４，３１０人は、平成５年比で４９％（半減）、平成２０年比で８２％となってお
り減少に歯止めがかからない状況にある。年齢構成比は直近１０年では４０～６４歳が約半数を占め、
４０歳未満が１５％、６５歳以上が３０％程度となっている。

漁業就業者の減少は、平成２０年と平成２５年の年齢構成比から６５歳以上が約３千人減少しているこ
とが主な要因。６５歳未満の漁業就業者の離職率は１０％程度となっている。平成２０年と平成２５年の
すう勢から平成３０年の漁業就業者は１１，３４９人と予測している。

近年、新規漁業就業者は毎年約１５０名程度が確保され、うち地元出身の漁家子弟が約３割を占め
ている。新規漁業就業者のうち約２割が就業後３年以内に離職している。

単位：人

調査年 ４０歳未満 ４０～６４歳 ６５歳以上 合計

Ｓ５３ １４，９６５ ２５，３８０ ３，３２９ ４３，６７４
Ｓ５８ １２，８７９ ２４，９９４ ３，５４１ ４１，４１４
Ｓ６３ １０，１０１ ２１，６４６ ３，６９８ ３５，４４５
Ｈ５ ６，２４５ １７，９６３ ４，９８１ ２９，１８９
Ｈ１０ ４，１４７ １４，２４３ ５，９８７ ２４，３７７
Ｈ１５ ２，９２１ １０，８８２ ６，２８８ ２０，０９１
Ｈ２０ ２，６００ ９，１４２ ５，７２４ １７，４６６

Ｈ２５ ２，１００ ７，３２１ ４，８８９ １４，３１０

資料：漁業センサス

４０歳未満
割合

４０～６４歳
割合

６５歳以上
割合

３４％ ５８％ ８％
３１％ ６０％ ９％
２８％ ６２％ １０％
２１％ ６２％ １７％
１７％ ５８％ ２５％
１５％ ５４％ ３１％
１５％ ５２％ ３３％

１５％ ５１％ ３４％

就業者合計
Ｓ５３比３３％
Ｈ５比４９％
Ｈ２０比８２％
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新規漁業就業者数の推移（普及指導センター調べ）

年度 ７～１１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６
実績数値（人） ５９９ １１５ １０７ １１６ １０４ １３７ １４５ １６９ １１０ １３４ １４７ １４６ １５２ １５２ １７０ １３６
５ヵ年平均（人／年） １２０ １１６ １４１ １５１

○長崎県における新規漁業就業者の離職状況（着業後１～４ヵ年経過後の状況）

平成２２年度
新規漁業就業者数 １４６人 ４年後の離職者４４人（離職率３０％）

平成２３年度
新規漁業就業者数 １５２人 ３年後の離職者２２人（離職率１４％）

平成２４年度
新規漁業就業者数 １５２人 ２年後の離職者２７人（離職率１８％）

平成２５年度
新規漁業就業者数 １７０人 １年後の離職者１８人（離職率１１％）

新規漁業就業者の年齢構成比 単位：人

年齢 Ｈ２３～２６平均 構成比（％）
～１９歳 ２５ １７％
２０～２９ ３３ ２２％
３０～３９ ２４ １５％
４０～４９ １９ １２％
５０～５９ ２１ １４％
６０～ １６ １０％
女性 １５ １０％
合計 １５３ １００％

UI ターン、地元、漁家子弟の状況 単位：人

加入元（出身） Ｈ２３～２６平均 構成比（％）
UI ターン ３７ ２４％
地元 １１６ ７６％

（うち漁家子弟） （３９） （２６％）
合計 １５３ １００％
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ポイント③

県内まき網漁業及び定置網漁業の現状
資料：漁獲量、経営体数は農林水産統計年報
就業者数は県調べ

漁獲量〈千トン〉
（割合）

経営体数
（割合）

就業者数〈人〉
（割合）

ま き 網 ８２（３４％） ７１（１％） １，０９１（８％）
定 置 網 １３（５％） ２９６（４％） １，１３２（８％）
県内全体 ２４４ ７，６９０ １４，３１０

県内まき網漁業及び定置網漁業の１統当たりの雇用者数

小型 中型まき網・大型定置網

ま き 網 ３～１０人 １０～２５人

定 置 網 ２～１５人 ５～３０人
県調べ

県内まき網漁業及び定置網漁業における操業パターン〈例〉（周年操業を除く）

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

まき網

定置網

※周年操業を行わない統数はまき網で全体の約３割、定置網で４割

休漁期間：２－３月

休漁期間：７－８月

雇用型漁業について

中小型まき網漁業と定置網漁業は、漁村地域において重要な雇用の受け皿となっており、さらに
は加工業、流通業、鉄工所など、地域経済や社会の維持に大きな役割を担う産業となっている。

両漁業でも他産業と比べ労働条件が厳しいことや、休漁期間があり周年雇用されていないケース
もあることなどから、乗組員の確保が厳しい状況となっている。

加えて、乗組員の高齢化が進行している。
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まき網漁業就業者年齢構成（Ｈ２６）

57%

27%

16%

30歳未満
31歳～60歳
60歳以上

定置網漁業就業者年齢構成（Ｈ２５）

30歳未満
31歳～60歳
60歳以上

44%

4%

52%

県調べ

県調べ
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ポイント④

本県水産物輸出の推移（Ｈ２４～Ｈ２６年度）
長崎県水産物海外普及協議会（※）による実績
※長崎県水産物海外普及協議会：長崎県産水産物の輸出推進に向
け、県内の魚市場、漁業団体、関係市及び県が平成２０年に設置

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

単位：
百万円

■加工品
■冷凍魚
■活鮮魚（養殖）
■活鮮魚（天然）

Ｈ26年度Ｈ26年度Ｈ25年度Ｈ25年度Ｈ24年度Ｈ24年度

主要国における水産食品に対する輸入規制

国・地域 輸入規制の概要

EU
漁船、養殖場、市場、加工場等は EUの衛生基準を満たし、認定・登録を県や水産庁から受

ける必要。また、加工場等はHACCPによる衛生管理が必要。

米国
加工施設（フィレ加工や冷凍等）は米国の衛生基準（HACCPによる衛生管理）を満たして

いる必要がある。

ブラジル 加工場はブラジルが定める衛生基準（HACCPによる衛生管理）を満たす必要がある。

※輸入される水産食品に対するHACCP義務が現在ない国・地域においても、今後義務化される可能性がある。

水産物の輸出について

本県水産物は、活鮮魚（特に養殖魚）を中心に輸出されている。

輸出拡大を図るには、先行する他県と差別化しつつ、海外のニーズを踏まえた魚づくりを行うと
ともに、安定供給のための協業化を含めた生産体制づくりが必要である。

米国等の輸出先国が求める衛生管理基準を満たしたHACCP対応施設は、県内では５箇所のみ
であり、今後更なる輸出拡大を図るには衛生管理体制の構築等を推進していくことが必要である。

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

参
考
資
料

第１章 ｜ 本県水産業を取り巻く環境・水産業の現状

２７



23%

3%

43%

31%

中国

83%

2% 0.5%

15%

韓国

48% 48%

3%1%

米国

75%

17%8%0%

香港

主要輸出先国における形態別の輸出額割合（Ｈ２６年度）
※長崎県水産物海外普及協議会による実績

【輸出額：６０２百万円】 【輸出額：１５０百万円】

【輸出額：２１百万円】 【輸出額：２５百万円】

他県産水産物の輸出推移
道県 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 備考

北 海 道 ８２，０００トン １３２，０００トン １１５，０００トン ホタテ等
福 岡 県 ６０１トン ６２２トン ３６１トン ビゼンクラゲ等
長 崎 県 ５４１トン ９４７トン ２，３９４トン クロマグロ、ブリ、マダイ等
大 分 県 ５０７トン ５０３トン ７２２トン 生鮮ブリフィレ【米国等】
熊 本 県 １，２６１トン １，３２２トン １，７９５トン ブリ【米国等】
宮 崎 県 １９８トン ２０９トン ２６３トン 生鮮ブリ【香港等】
鹿 児 島 県 ３，１６３トン ３，８１１トン ２，２４６トン 生鮮ブリフィレ【米国等】

※各県等への聞き取り調査（北海道は年計、他は年度計）、長崎県データ：Ｈ２４、２５は協議会実績、Ｈ２６は協議会以外も含む。

輸出キロ単価（平成２６年度）
魚種 生鮮 冷凍 形態 備考

クロマグロ ３，７３６円 ２，１７１円 RD、DR等 太平洋クロマグロ
タイ ９７４円 ３２０円 RD、DR等 マダイ、キダイ、クロダイ等
ブリ １，６９２円 １，６４２円 フィレ ブリ、ヒラマサ、カンパチ
アジ １，７６８円 １１３円 RD、DR等 マアジ、マルアジ

※財務省貿易統計より計算（輸出額／輸出量） RD（ラウンド）：原魚のまま
DR（ドレス）：頭・えら・内臓除去
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ポイント⑤

本県に本社がある沖合漁業経営体数と許可隻数（平成２７年８月現在）

大中型まき網 以西底びき網 沖合底びき網 北太平洋さんま 合計
経営体数 ９ ２ ２ １ １４
許可隻数 １６ ８ ４ ２ ３０

～10年未満
10～15年未満
15～20年未満
20～25年未満
25年以上22%

7%
4%

19%

48%

30歳以下
3１～40歳
41～50歳
51～60歳
61歳以上

9% 15%

13%

23%

40%

沖合漁業漁船（許可船）の船齢構成（Ｈ２５） 沖合漁業漁船乗組員の年齢構成（Ｈ２７）

沖合漁業について

沖合漁業（大臣許可漁業）は、国（農林水産大臣）の管理のもと、東シナ海、日本海等を主な漁
場として会社経営で営まれ、本県漁業生産量の約４割を占め、その従業員数は約１，２００名と本県
雇用の受け皿となっている。

魚市場、造船、運送業及び水産加工業などの関連産業とも密接な関連があり、本県にとって重要
な産業である。

主漁場である東シナ海における外国漁船との漁場競合、資源の減少、燃油の高止まりや魚価の低
迷によって厳しい経営環境が続くとともに、漁船の老朽化等も進行しているため、漁業の構造転
換を促進し、国際競争力を強化し、より厳しい環境下でも操業を継続できる経営体の育成を図る
必要がある。

乗組員は、従来までは５５歳で定年を迎えていたが、若年層乗組員の確保が困難となっており、近
年は６１歳以上の乗組員も就業を続けている。

漁獲物の付加価値向上や海外輸出に対応するため、漁船内の冷凍・冷蔵設備の改善等による鮮度
保持や市場における衛生管理の強化が重要となっている。
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沖合漁業の生産額

⇒ ２４４億円

・漁業生産量
・漁労体数

関連産業への投入額合計

魚市場・魚介類販売（商業）

・県内魚介類販売業

・県内魚介類せり売業

運送業

水産加工業（食料品）

石油製品業
造船業（船舶・船舶修理）

その他の産業

８８９億円
（S55） （H25）

（H25／S55：27.5％）

176統→25統
58万トン→11万トン

２６億円⇒８億円

3,147施設→2,320施設

62施設→38施設

１５億円⇒９億円

1,589→1,608

２７億円⇒７億円
・県内水産加工場数
８６５→５０１

１１９億円⇒１９億円
・県内石油製品販売量（重油）

151万ｷﾛ㍑→74万ｷﾛ㍑

※　長崎農林水産統計年報・長崎県産業連関表より算出（H25の生産額は県推計値、また投入額はH17年投入係数表から算出）
※　比較数値は、「長崎県統計年鑑（長崎県統計課）」に記載されている統計値から引用

・県内運輸業等事業所数

１２０億円⇒３８億円

３４０億円⇒９１億円
（H25／S55：21.5％）

３３億円⇒１０億円
・県内造船所数

・県内漁船（鋼船）建造数
94事業所→78事業所

62隻→3隻

●トピックス●

以西底びき網、大中型まき網及びさんま棒受け網漁業などの沖合漁業は、アジ、サバ、サンマ、
キダイなどの「旬」な魚を全国各地に食材として提供するほか、魚市場、食品販売、運送及び造
船などの関連産業とも密接な関係があります。
本県沖合漁業の関連産業への経済波及効果について、各種統計資料をもとにピーク時である昭
和55年当時と現状を比較すると、ピーク時には年間約340億円あった関連産業への投入額は、現
状では年間約90億円まで減少しているものと推測されます。
主要業種別に投入額のピーク時と現状を比較すると、運送業は約60％、魚市場・魚介類販売業
と造船業は約30％、水産加工業は約25％、石油製品業は約15％まで減少しています。

○沖合漁業の関連産業への経済波及効果
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